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諮問庁：防衛大臣 

諮問日：平成２９年１０月３１日（平成２９年（行情）諮問第４２５号）及び

平成３０年２月５日（平成３０年（行情）諮問第６０号） 

答申日：平成３０年５月１４日（平成３０年度（行情）答申第４８号及び同第

５３号） 

事件名：特定文書に記載の「これまでの自衛隊の活動の実経験や国際連合の集

団安全保障措置に関連する部隊行動規範や各国の活動の教訓を分析

した」ことに関して行政文書ファイルにつづられた文書の一部開示

決定に関する件 

    特定文書に記載の「これまでの自衛隊の活動の実経験や国際連合の集

団安全保障措置に関連する部隊行動規範や各国の活動の教訓を分析

した」ことに関して行政文書ファイルにつづられた文書の開示決定

に関する件（文書の特定） 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

「「これまでの自衛隊の活動の実経験や国際連合の集団安全保障措置に

関連する部隊行動規範や各国の活動の教訓を分析した」ことに関して行政

文書ファイルに綴った文書の全て。」（以下「本件請求文書」という。）

の開示請求に対し，別表１に掲げる２６文書（以下，併せて「本件対象文

書」という。）を特定し，その一部を不開示とした決定は，妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨  

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，平成２８年７月２９日付け防官文第１

３７９１号（以下「原処分１」という。）及び平成２９年７月２８日付け

防官文第１１５８７号（以下「原処分２」といい，原処分１と併せて「原

処分」という。）により防衛大臣（以下「処分庁」又は「諮問庁」とい

う。）が行った開示決定及び一部開示決定について，その取消しを求める。 

２ 審査請求の理由 

審査請求人の主張する審査請求の理由は，各審査請求書の記載によると，

おおむね以下のとおりである。（意見書については省略する。） 

（１）本件対象文書につき，本件各開示決定通知書で特定されたＰＤＦファ

イル形式以外の電磁的記録形式が存在すれば，それについても特定を求

める。 

（２）本件対象文書の履歴情報が特定されていなければ，改めてその特定を
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求める。 

（３）特定されたＰＤＦファイルが本件対象文書の全ての内容を複写したも

のであるかの確認を求める。 

（４）本件対象文書に「本件対象文書の内容と関わりのない情報」（平成２

４年４月４日付け防官文第４６３９号）として開示されなかった情報が

存在するなら，改めてその特定と開示・不開示の判断を求める。 

（５）原処分で一部不開示とされた部分につき，当該部分に記録された内容

を精査し，支障が生じない部分については開示すべきである。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

 １ 経緯 

   本件開示請求は，本件請求文書の開示を求めるものであり，処分庁は，

これに該当する行政文書として，別表１に掲げた２６文書（本件対象文

書）を特定した。 

   本件開示請求については，法１１条の規定を適用して，平成２９年７月

２８日まで開示決定等の期限を延長し，まず，別表１の文書１ないし３を

特定し，法９条１項の規定に基づき，平成２８年７月２９日付け防官文第

１３７９１号により，開示決定（原処分１）を行った後，別表１の文書４

ないし２６を特定し，同項の規定に基づき，平成２９年７月２８日付け防

官文第１１５８７号により，法５条３号に該当する部分を不開示とする一

部開示決定（原処分２）を行った。 

   本件各審査請求は，原処分１及び原処分２に対してされたものである。 

 ２ 法５条該当性について 

   別表２のとおり。 

３ 審査請求人の主張について 

（１）審査請求人は，「他にも文書が存在するものと思われる。」と主張し，

本件各開示決定通知書で特定されたＰＤＦファイル形式以外の電磁的記

録形式が存在すれば，それについても特定するよう求めるが，本件対象

文書の電磁的記録はＰＤＦファイル並びにＰＤＦファイル形式とは異な

るいわゆる文書作成ソフト及びプレゼンテーションソフトにより作成さ

れたファイルを特定している。 

なお，審査請求人は，処分庁が原処分における各行政文書開示決定通

知書においてＰＤＦファイル形式の電磁的記録を特定したかのように述

べるが，法その他の関係法令において，特定した電磁的記録の記録形式

まで明示しなければならないことを義務付けるような趣旨の規定はない

ことから，原処分においては「ＰＤＦファイル形式」と電磁的記録の記

録形式は明示していない。 

（２）審査請求人は，「本件開示決定通知からは不明である」として，本件

対象文書の履歴情報についても特定するよう求めるとともに，「平成２
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４年４月４日付け防官文第４６３９号で示すような「本件対象文書の内

容と関わりのない情報」との処分庁の勝手な判断は，法に反する」とし

て，「本件対象文書の内容と関わりのない情報」についても特定し，開

示・不開示を判断するよう求めるが，本件対象文書の履歴情報やプロパ

ティ情報等については，いずれも防衛省において業務上必要なものとし

て利用又は保存されている状態になく，法２条２項の行政文書に該当し

ないため，本件開示請求に対して特定し，開示・不開示の判断を行う必

要はない。 

（３）審査請求人は，「本件対象文書が当初のファイル形式を変換して複写

の交付が行われている場合，本件対象文書の内容が，交付された複写に

は欠落している可能性がある。」として，特定されたＰＤＦファイルが

本件対象文書の全ての内容を複写しているか確認するよう求めるが，本

件各審査請求がされた時点においては，審査請求人は複写の交付を受け

ていない。 

（４）審査請求人は，「記録された内容を精査し，支障が生じない部分につ

いては開示すべきである。」として，原処分において一部を不開示とし

た決定の取消しを主張するが，本件対象文書の法５条該当性を十分に検

討した結果，その一部が上記２のとおり同条３号に該当することから当

該部分を不開示としたものであり，その他の部分については開示してい

る。 

（５）以上のことから，審査請求人の主張はいずれも理由がなく，原処分を

維持することが妥当である。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件各諮問事件について，以下のとおり，併合し，調査審

議を行った。 

   ① 平成２９年１０月３１日  諮問の受理（平成２９年（行情）諮問

第４２５号） 

   ② 同日           諮問庁から理由説明書を収受（同上） 

   ③ 同年１１月３０日     審議（同上） 

   ④ 同年１２月４日      審査請求人から意見書１及び２を収受

（同上） 

   ⑤ 平成３０年２月５日    諮問の受理（平成３０年（行情）諮問

第６０号） 

   ⑥ 同日           諮問庁から理由説明書を収受（同上） 

⑦ 同月２２日              審査請求人から意見書３を収受（同上 

） 

   ⑧ 同年４月２５日      本件対象文書の見分及び審議 

   ⑨ 同年５月１０日      平成２９年（行情）諮問第４２５号及
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び平成３０年（行情）諮問第６０号の併

合並びに審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象文書について 

本件開示請求は，本件請求文書の開示を求めるものであり，処分庁は，

本件対象文書を特定した上で，その一部を法５条３号に該当するとして不

開示とする原処分を行った。 

これに対し，審査請求人は本件対象文書のＰＤＦファイル形式以外の電

磁的記録及び不開示部分の開示等を求めており，諮問庁は原処分を維持す

ることが妥当としていることから，以下，本件対象文書の見分結果を踏ま

え，本件対象文書の特定の妥当性及び不開示部分の不開示情報該当性につ

いて検討する。 

２ 本件対象文書の特定の妥当性について 

（１）当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ，諮問庁は，次

のとおり説明する。 

ア 文書１ないし２６は，いずれも防衛省内部部局において保有する文

書である。 

イ 文書１ないし６，８，９，１２ないし１８及び２０については，Ｐ

ＤＦファイル形式とは異なるいわゆる文書作成ソフト，表計算ソフト

及びプレゼンテーションソフトによるファイルを特定している。 

ウ 文書７については，防衛省内部部局において作成したものではない

ことから，原稿のデータを保有しておらず，そもそもＰＤＦファイル

形式の電磁的記録しか保有していない。 

エ 文書１０，１１及び２１ないし２６は，インターネットから入手し

たＰＤＦファイル形式の電磁的記録であり，それ以外に電磁的記録は

保有していない。 

オ 文書１９については，当時の経緯・手続は不明であるものの，いわ

ゆるプレゼンテーションソフトにより作成された文書がＰＤＦ化され

た文書のみを保有しており，これを特定したものである。 

カ 本件開示請求及び審査請求を受け，防衛省内部部局において，書棚，

書庫及びパソコン上のファイル等の探索を行ったが，文書７，１０，

１１，１９及び２１ないし２６のＰＤＦファイル形式以外の電磁的記

録の保有は確認できなかった。 

（２）当審査会において本件対象文書を見分したところ，上記（１）の諮問

庁の説明が不自然，不合理であるとはいえず，ほかに文書７，１０，１

１，１９及び２１ないし２６のＰＤＦファイル形式以外の電磁的記録の

存在をうかがわせる事情も存しない。 
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   さらに，上記（１）カの探索の範囲，方法が不十分であるともいえな

い。 

（３）したがって，防衛省において，本件対象文書の外に本件請求文書に該

当する文書（文書７，１０，１１，１９及び２１ないし２６のＰＤＦフ

ァイル形式以外の電磁的記録）を保有しているとは認められず，本件対

象文書を特定したことは妥当である。 

３ 不開示情報該当性について 

  本件対象文書の不開示部分には，他国の状況に関し，防衛省・自衛隊が

収集・分析した情報が記載されていることが認められる。 

  当該部分は，これを公にすることにより，防衛省・自衛隊の分析能力及

び分析手法を推察され，防衛省・自衛隊の任務の効果的な遂行に支障を及

ぼし，我が国の安全を害するおそれがあるとともに，我が国と他国との信

頼関係が損なわれるおそれがあると行政機関の長が認めることにつき相当

の理由があると認められるので，法５条３号に該当し，不開示とすること

が妥当である。   

４ 審査請求人のその他の主張について 

審査請求人のその他の主張は，当審査会の上記判断を左右するものでは

ない。 

５ 本件各決定の妥当性について 

以上のことから，本件請求文書の開示請求に対し，本件対象文書を特定

し，その一部を法５条３号に該当するとして不開示とした各決定について

は，防衛省において，本件対象文書の外に開示請求の対象として特定すべ

き文書を保有しているとは認められないので，本件対象文書を特定したこ

とは妥当であり，不開示とされた部分は，同号に該当すると認められるの

で，不開示としたことは妥当であると判断した。 

（第４部会） 

  委員 山名 学，委員 常岡孝好，委員 中曽根玲子  
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別表１（本件対象文書） 

文書１ 
テロ対策特措法に基づく対応措置に関する基本計画（平成１３年

１１月１６日 閣議決定） 

文書２ イラク人道復興支援特措法に基づく対応措置に関する基本計画 

文書３ 
テロ対策海上阻止活動に対する補給支援活動の実施に関する特別

措置法に基づく補給支援活動に関する実施計画 

文書４ 

旧平成十三年九月十一日のアメリカ合衆国において発生したテロ

リストによる攻撃等に対応して行われる国際連合憲章の目的達成

のための諸外国の活動に対して我が国が実施する措置及び関連す

る国際連合決議等に基づく人道的措置に関する特別措置法に基づ

く対応措置の結果 

文書５ 
イラクにおける人道復興支援活動及び安全確保支援活動の実施に

関する特別措置法に基づく対応措置の結果 

文書６ 
テロ対策海上阻止活動に対する補給支援活動の実施に関する特別

措置法に基づく補給支援活動の結果 

文書７ イラク復興支援活動行動史 

文書８ 
イラクの主権回復後の自衛隊の人道復興支援活動等について（平

成１６年６月１８日閣議了解） 

文書９ ２７０８０３ 参・平安特委 小西洋之君 大臣 想２８ 

文書１０ 
Ｏｐｅｒａｔｉｏｎａｌ Ｌｏｇｉｓｔｉｃｓ ａｎｄ ｔｈｅ 

Ｇｕｌｆ Ｗａｒ 

文書１１ ＣＲＳ Ｒｅｐｏｒｔ ｆｏｒ Ｃｏｎｇｒｅｓｓ 

文書１２ 湾岸・イラク戦争での米軍の航空拠点 

文書１３ リビアにおける多国籍軍の作戦状況（平成２３年４月５日） 

文書１４ 湾岸戦争時にイラクが発射したスカッドミサイルの被害 

文書１５ 
アフガン治安部隊とＮＡＴＯ／ＩＳＡＦの活動状況（平成２６年

１月） 

文書１６ 
アフガン治安部隊とＮＡＴＯ／ＩＳＡＦの活動状況（平成２６年

１月２０日） 

文書１７ イラク及びアフガニスタンにおける補給活動中の死亡事例 

文書１８ アフガニスタン情勢 

文書１９ アフガニスタン情勢について 

文書２０ リビアにおける多国籍軍の作戦状況 

文書２１ 

Ａｒｍｙ Ｃｏｎｔｒａｃｔｏｒ ａｎｄ Ｃｉｖｉｌｉａｎ 

Ｍａｉｎｔｅｎａｎｃｅ，Ｓｕｐｐｌｙ，ａｎｄ Ｔｒａｎｓｐ

ｏｒｔａｔｉｏｎ Ｓｕｐｐｏｒｔ Ｄｕｒｉｎｇ Ｏｐｅｒａ

ｔｉｏｎｓ Ｄｅｓｅｒｔ Ｓｈｉｅｌｄ ａｎｄ Ｄｅｓｅｒ
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ｔ Ｓｔｏｒｍ 

文書２２ ＬＩＢＥＲＡＴＩＮＧ ＫＵＷＡＩＴ 

文書２３ 
Ｇｕｌｆ Ｗａｒ Ａｉｒ Ｐｏｗｅｒ Ｓｕｒｖｅｙ Ｓｕｍ

ｍａｒｙ Ｒｅｐｏｒｔ 

文書２４ 

Ｕｎｉｔｅｄ Ｓｔａｔｅｓ Ａｉｒ Ｆｏｒｃｅ Ｆｉｇｈｔ

ｅｒ Ｓｕｐｐｏｒｔ ｉｎ Ｏｐｅｒａｔｉｏｎ Ｄｅｓｅｒ

ｔ Ｓｔｏｒｍ 

文書２５ 
ＡＲＭＹ ＤＯＣＴＲＩＮＥ ＰＵＢＬＩＣＡＴＩＯＮ Ｏｐｅ

ｒａｔｉｏｎｓ 

文書２６ 

Ｓｔｒａｔｅｇｉｃ Ａｉｒｌｉｆｔ Ｓｕｐｐｏｒｔ ｆｏｒ 

Ｕ．Ｓ．Ｆｏｒｃｅｓ Ｄｅｐｌｏｙｍｅｎｔ ｔｏ Ｏｐｅｒ

ａｔｉｏｎ Ｄｅｓｅｒｔ Ｓｈｉｅｌｄ 
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別表２（原処分において不開示とした部分及び理由） 

番号 文 書 不開示とした部分 不開示とした理由 

１ 文書１３ ６枚目の一部 

 

情勢判断及び他国に係る情報であっ

て，これを公にした場合，防衛省・自

衛隊の分析能力及び分析手法を推察さ

れるおそれがあり，防衛省・自衛隊の

任務の効果的な遂行に支障を生じさせ

るおそれがあるとともに，我が国と他

国との安全保障上の関係を損ない，信

頼関係に悪影響を及ぼすおそれがある

ため，法５条３号に該当する。 

２ 文書１５ ５枚目の一部 

 

３ 文書１６ ５枚目の一部 

 

４ 文書１８ ６枚目の一部 

（注）「不開示とした部分」の枚数は，各文書の表紙から続く通しの枚数を示

す。 


